
4－3．医療制度に関する問題点・改善点  

l 医療制度に関する問題点■改善点について自由記述で回答を求めたところ、「医療サービス」「医師・看護師関連」「制度改革」に大別された。  

t 「医師・看護師関連」では、“医師一看護師の不足”が最も多く、“過重労働の解消”や“待遇改善’’など医師の労働環境の改善を求める声も  

多くみられる。  

■ 「医療サービス」では、“無駄な医療”や“真に必要な人が診療を受けにくい”‘‘医療費が高すぎる”“負担が大きい”などの意見が目立っている。  

医♯制度に関する問題点・改善点＿（∩＝90郎  

0％  

自由記述での回答   

結果を定量化  

医者・看護師の不足  
医師の過重労働の解消／就労改善  

産婦人科り」、児科・特定診療科医の不足  
医者の質の向上  

専門医・開業医が多すぎる／医師が偏りすぎる  

医師の所得が高すぎ   
無駄な医療／軽症者の安易な医療機関の受診  

医療費・保険料が高い／負極が大きい  

救急医療の充実・たらい回しを無くす  
医療の地域格差  
投薬・検査過多  

収入】必要度に応じた医療費負担にすべき  
高齢者への負担が多い／高齢者へのサービス拡充   

手続きが煩雑／待ち時間の解消／効率化・lT化  

公平な医療サービス／所得による医療格差  

治療内容・会計等の説明不足  
患者のモラル低下  

高齢者も医療費を負担すべき  
高度先進医療・高額医療費の見直し  

サービスその他  

不安のない医療制度／制度の充実／抜本的見直し  

医大・大学病院の改革／医者の育成  

税金の無駄遣い  
政治・行政改革  

予防医学に力を入れる  
医療の営利主義  

制度がわかりにくい／情報が周知徹底されていない  

医療訴訟の増大／医療事故から医師を守る   

新薬の早期認可／ジェネリツウ医薬品の早期普及  

後期高齢者医療の廃止・見直し  
その他  

※「特になし」「わからない」を  
除いて集計  

医師・■醸師関連  
33．3％  

医療サービス   
58．4％  

制度改革   
28．3l   
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5－1．介護制度について  

■関心がある  済まあ関心がある   日あまり関心がない  1関心がない  

全体（∩＝2カ0の   

＞介護制度に「関心がある」人は42？b。  

「まあ関心がある」人を含めると全体の81％の人が関心をもっている。  

＞女性の方が関心が高く、「関心がある」－「まあ関心がある」の合計では、   

男性77％、女性84％と女性の方が高くなっている。  

＞年代別では、年代が高くなるほど関心も高〈なる傾向。  

「関心がある」と回答した人は、20代が17別こ対して、70代は70％と   

50ポイント以上の開きがみられ、世代間での介護制度への関心度の   

差が大きい。  

ヨ問題点・改善点  

＞自由回答を大別すると「サービス従事者・介護者関連」「介護サービ   

ス関連」「制度関連」「介護保険料」に大きく分かれた。   

＞「制度」に関しては、“無駄が多い”“介護認定の厳格化”“制度が   

複雑すぎる”など、抜本的な制度改革を求める意見が多くみられる。  

＞「サービス従事者・介捷看関連」については、“従事者の待遇改善’’を   

問題点として挙げる人が多く、全体の18％にのぽっており、重労働   

低賃金による介護サービスの低下・離職者増加を危惧する声が   

目立っている。  

また「介護サービス」に関しては、“施設不足”を挙げる人が多く、  

サービス体制をまずは整えるペきだとする意見が多い。  

ふ1   



5－2．介護保険制度に関する優先課題 性別／年代別  

l 介護保険制度に関して優先的に対処すべき課題を確認したところ、「十分な人材確保が困難」（45％）、「施設数が不足」（41％）など   
介護サービスを提供する上での環境が整っていないことを挙げる人が多い。その他、「介護保険料が高すぎる」（33％）が続く。  

l 性別でみると、女性は「施設数が不足」、男性は「介護予防のための取組みが不十分」を挙げる人が比較的多い。  

l 年代が高くなるほど、「真にケアが必要な方への対応に重点化すべき」を挙げる人が多くみられる。また、若年層ほど、「わからない」と  
回答した人が多く、やはり介護制度への関心が薄い様子。  

介離保険■まについて（3つ看で回答可）＜性痍′年代鋼＞  

80％「  ＿全体十男性＋女性  

40％  

き  

20ヽ  

0ヽ  
で悪介     入て施  介  点ケ要       者の介  の在  不介  サンケ   そ   わ  
あく護     所、設  謹  化ア介  ■情謹  に宅  十謹  lグア   の   か  
る、サ  保  施報サ  充サ  分予  ビ能マ   他   ら  

十l  ち設護  検  設がl  足】  で防  スカネ  な  
分ビ  料  の不ビ  さビ  あの  の不l  Lヽ   

なス  が  週足ス  れス  るた  質足ジ  
人従  高  則し瑳  ての  め  がなヤ  
材事  す  が、供  しヽ二  の  低どl  

確者  ぎ  困優者  なl  取  いにの  
全体－5％以下  保の  てに  る  練れに  いス  リ  よプ  

が処  おつ  応、  でたつ  が  組  リラ  
全体－1鍋以下  

∩  

選盗全体十10％以上 全体＋5％以上  困遇  りい  あ辛い  高  み  ン  
難が  る棄て  い  が  

全体  2000   44．8  40．6  33．0  28．3  2  7．5   24．0  2  3．4   ‖2   2．4   9．3   

位  984   45．7  35β  32．4  27．7  2  22．0  2  11．ヰ   3，3   9．4  

別   1036   43．9  45．1  33．8  28．9  287 25．9  208 1（）．9   1．4   9．1   

20～29歳  43．1  36月  30．6  18．ヰ  2  24．7  之  11月   2．8   14．8  

30・－39歳   41．6  36．0  33月  252  2  24．9  2  9．4   2．5   13．0  

年  45．1  38ヱ  30，1  25．8  2  25月  2  13．4   1．3   10．1  

代  45．6  45．9  33．8  25－6  2  23．9  2  11．8   2．8   6，2  

別  473  43．4  33ヱ  36．0  2  22．3  2  ‖．1  2．8   5．6  

70～79歳  200   44．5  ヰ2．0  37．5  38．0  3  2f．0  2  10．0   l．5   8．0  

80歳以上  29   51．7  41．4  34．5  48．3  414 34．5  3－8  34   0．0   3．4   15   



5－3．介護保険制度に関する問題点・改善点  

■ 介護制度に関する問題点・改善点について自由記述で回答を求めたところ、「制度関連」「サービス従事者■介護者関連」「介護サービス関連」  
などに大別された。  

■「制度関連」では、“無駄が多い／政治の怠慢／行政改革，，など抜本的な改革を求める意見が多く、その他“介護認定の厳格化’’“制度が複雑  
すぎる’’なども目立っている。  

■「サービス従事者・介護者関連」では、“介護サービス従事者の待遇改善’’が突出しており18％にのぽっている。  

介護保険制属に開する同書点・改書点＿（n＝丁80）  

0％  5％  10％  15％  20％  
自由記述での回答   

結果を定量化  

サービス従業者の待遇の改善  

サービス従業者の不足  

ケアマネージャの能力の向上  

サービス従業者の賞が低い  

外国からの従事者受け入れ  

介護施設の不足   

サービス内容がよくない・充実していない  

介護施設の寛が低い   

介護サービス・施設の利用料が高すぎる  

在宅サービスの充実  

地域格差の是正  

国営サービスの拡充  

サービスの利用・給付手続きが煩雑  

介護サービスその他  

無駄が多い／政治の怠慢／行政改革  

介護認定の厳格化  

制度内容がわかりにくい・不透明  

必要な人がサービスを受けられない  

（単に）抜本的見直しが必要  

介護予防の実践  

将来介護が受けられるか不安  

介護保険制度は必要ない  

介護保険料が高すぎる  

高所得者に高負担を／所得に応じた負担を  

介護保険料は任意にすべき  

介護保険料その他  

その他  

※「特になし」「わからない」を  
除いて集計  サービス従書者  

・介護者関連  
28．2l  

介護サービス関連  
28．1■  

制度関遵   
39．7l  

介護保腐胴   
10．0ヽ   
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6－1．少子化対策について  

26・1 ロ  

■関心がある  盛まあ関心がある  あまり関心がない  ■関心がない  

全体（∩＝2β00）   

＞少子化対策に「関心がある」人は27？0。  

「まあ関心がある」人を含めると全体の66％の人が関心をもっている。  

＞女性の方がやや関心が高く、「関心がある」・「まあ関心がある」の合計   

では、男性64％、女性68％と女性の方が高くなっている。  

＞年代別では、20代、30代の若年層で関心が高め。一方、岨   

50代は他世代よりも少子化対策に対する関心は低くなっている。  

問題点・改善点  

＞自由回答を大別すると「仕事との両立」「支援の拡充」「社会■意識の   

改革」「対策不要」に大きく分かれた。   

＞「支援の拡充」に関しては、“保育・託児施設’’や“子育て手当て”など   

子育てに関するハード面・経済面での支援拡充を求める意見が  

出された。  

「社会・意鼓の改革」については、“社会で支える仕組み”“安心して  
出産・子育てができるシステム’’など国全体で意識を変えていくべきと  

する声が挙げられた。  

＞一方で、少子化対策については、“国が関与すべきではない“’’子供が   

増えても根本的な解決にはならない’’など少子化対策自体を否定   

する意見も出された。  
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6－2．少子化対策への関心度 性別／年代別  

蓼 少子化対策に「関心がある」と回答した人は全体の27％。「まあ関心がある」と回答した人を含めると、全体の66％の人が関心を寄せている。  
■ 性別でみると、女性の方が関心が高く、「関心がある」イまあ関心がある」の合計では68％と男性を4ポイント上回っている。  
■ 年代別では、20代、30代の若年層で関心が高い。特に30代でlま「関心がある」と回答した人は43％、「まあ関心がある」と合わせると、77％と最も高く  

なっている。  

■ 一方、40代、50代は他世代よりも少子化対策に対する関心は低くなっている。  

「関心がある」＋  

「まあ関心がある」  

80％  100％  

26．1  血 ♂β．β  

少子化対策への関心度＜性別／年代別＞  

全体Jn＝2，000）   

27．7  ♂ヱβ  男性Jn＝964）   

女性Jn＝1，036）  24．5   □ ββ・′  

21・2  tE■ β且β  20－29歳Jn＝288）  

30－39歳Jn＝361）  

40～49歳Jn＝306）  

ど 50～59歳Jn＝355）  
廿  

60～69歳Jn＝461）  

70～79歳＿（∩＝200）   

SB  80歳以上Jn＝29）  

17・71可 77J  

30・7  一紺■■■   タ7プ  

32・7 
11 」 ■E■J♂・β  

EI（∴、  

【 lヨl‘那  
∧
〃
 
 

3
 
 
8
 
 

7
 
「
 
2
 
 

2
 
 

27．6  ■■ β丘タ  

■関心がある  苛まあ関心がある  あまり関心がない  ■関心がない  
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6－3．少子化対策の負担のあり方 性別／年代別  

t 少子化対策の負担のあり方を確認したところ、憑「拡充を図るべきであり、そのために多少の負担増となることについてはやむを得ない」と   
考える人が最も多く42％。■「国民に負担増を求めてまで、拡充する必要はない」と回答した人は23％となっている。  

■ 少子化対策のための負担増について容認する人が、過半数を超え55％となっており、反対する人を25ポイント上回っている。  
■ 性別でみると、男性の方が容認が多く、60％の人が「やむを得ない」と認識しており、女性よりも10ポイント近く土回っている。  
■ 年代別では、関心の低い40代、50代は負担増に対してやや難色を示している人が多くみられる。  

少子化対策の負担のあり方＜性別／年代別＞  

40％  60％  80％  100％  

3．8  10．9  全体Jn＝2．000）   

男性＿（∩＝964）   

女性＿（∩＝1．036）  

4．1 8．3  

3．5  13．3  

20～29歳＿（n＝288）  

30～39歳＿（∩＝361）  

40～49歳＿（n＝306）  

ど 50－59歳－（n＝355）  

廿  

60～69歳＿（∩＝461）  

70～79歳Jn＝200）   

SB   80歳以上Jn＝29）  

4．2  1l．4  

5．1 1l．3  

3．7 1l．3  

4．0  9．5  

3．4  、17．2  

負担増反対  

負担増容認  

その他  わからない   
19   



6－4．少子化対策に関する優先課題 性別／年代別  

■ 少子化対策（子育て支援）に関して優先的に対処すべき課題を確認したところナ「育鱒休業や育児期の短時間勤務を取得しやすくする」（44％）、                                                                                                                                                                                                                                  ＿  t ■ ＿＿＿  ▲ ＿▲▲ ■ lll■ ■ t   ＋ l  ■一■    ■ ■  十 ■  ■■－■l■■■  一■r   ■  l■■■「‾■ ■■l、 ヽ  ■  l ■  、 ■へ■■′■■■′ ■‾l■’’■■ ▼  ▼ ■i■■■■■■ －■， ■ －‾■ － ▼‾ ■      ‾ ■■ ▼▼ ‾’－▼■－▼     ▼ ▼  

「仕事と子育ての両立を支えるサービスの量・質の充実」（42％）、「利用者ニーカこ如応したサービスの提供」（40％）が多く挙げられており、仕事と子育  
ての両立を支援するサービスの充実を求める人が多い様子。  
性別でみると、多くの分野で女性の関心の高さが伺われるが、「出産ヰ育て時の一時金支給拡充」を優先すべきと考える人は女性より男性が多い。  
20代、30代では「出産ヰ育て時の一時金支給拡充」「妊婦健診一出産や不妊治療への支援の拡大」を支持する割合が、他世代と比べると高い0  

少子化対策について（ユつ蔓で昌筈可）＜性用／年代層＞  

る短女  サ仕育  支婦  充産  の  か  
な時と  l事所  援健  他   b  

ど間も  ビと、  決サるス子  の診  子  な  
、勤に  ス手放  拡・  育  い   

働預育  の考課  大出  て  
きを児  呈て後  早ス者にの  産  時  
方取休  ・の児  が－を  や  の  

全体＋5％以上  の得業  貰両壬  利時解  不  
全体－5％以下  見しや  の立ク  な供lるを  用預消  妊  時  

l丘や育  充をラ  ど（ズ運支  でかす  ごム ′□  金  
全体－10％以下  しす児  

∩  

朝廷全体十10％以上  実支ブ  きりる  療  支  
く期  え等  え即改る  るた  へ  結  

全体  2000   44．4  4l．8  40．0  38．7  29．6  29．3  3．了   9．4   

性  964   42．7  39．4  39．5  36鳥  28ヱ  333  4月   9．1  

別   1036   45月  44．0  40．4  40．4  30，9  25．8  2．6   9．¢   

20～29歳  288  30．9  84．4  34．7  8．3  

30～39歳  361   44．3  39．8  30ヱ  35．7  6．る  

年  42．5  44－1  39．5  34．3  275  25月  3．¢   10．1  

代  42．0  43．9  42．5  41，7  203  21．丁  42   10．7  

別  42．3  45．1  ヰ6，4  43．0  275  22．1  28   10．4  

70～79歳  200   40．0  4¢，5  48．0  39．5  245  28．0  4｛〉   10．0  

80歳以上   29   483  41．ヰ  34．5  51．7  27．6  24．1  3．4   8．9   20   



6－5．少子化対策に関する問題点・改善点  

■ 少子化対策（子育て支援）に関する問題点・改善点について自由記述で回答を求めたところ、「支援の拡充」「社会・意識の改革」「仕事との両  
立」などに大別された。  

■ 「支援の拡充」では、“保育・託児施設”や“子育て手当・支援”“補助金”など子育てに関するハード面、経済面での支援拡充を挙げる人が  
多くみられる。  

■ 「社会・意識の改革」では、“社会で支える仕組み’’“安心して出産・子育てができるシステム’’など国全体の意識を変えてい〈べきとする意見が  
挙がっている。  

少子化対策く子育て支援）に関する間毘点・改善点＿（n＝8朋）  

0％  

自由記述での回答   

結果を定量化  5％  

出産後も母親が働きやすい環境／共働きへの支援  

男女ともに育児休業を取得しやすくする  
専業主婦への支援も必要  

仕事との両立その他  
保育・託児施設の拡充  

子育て手当・支援の拡充  
妊婦検診や出産費用の補助金拡充  

産婦人科や小児科の充実  
不妊治療への支援拡充  
教育費の補助・引き下げ  

地域格差の是正／自治体の支援拡充  

子どもの医療費の支援  
収入・家族構成による補助格差をなくす  

病児保育施設の拡充  
策2子以降の補助拡充  

相談窓口・コミュニティの整備  
支援の拡充その他  

安心して子育てができる環境が必要  
所得増大・企業の賃金アップ・雇用の安定  

親の教育・モラル向上が必要  
（単に）少子化対策は重要である  

税金の無駄遣いをやめる／政治が悪い  

結婚の促進・意識改革  
海外の事例を参考にすべき  

以前より支援はよくなっている  
教育格差の是正  

核家族化の歯止めが必要  
高齢者の経験を活用  

少子化対策が本当に必要か疑問  
現状では出生率を増やせない  

金銭的支援は必要ない  
その他   

※「特になし」「わからない」を  
除いて集計  仕■との両立  

23．2l  

支援の拡充   
41．1l  

社会・意簾の改革  
35．1先  

対策不要   
7．Ol   
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参考：Web一対比較評価法について  

■従来よく行なわれている順位法と絶対評価法  

「※Web一対比較評価法」  順位法と絶対評価法の両方の課題を解決した方法が   

※2つの対象物に対する比較評価を連続的に行なうことにより、評価の順位と程度がわかる方法。   
さらにWobを用いることにより、設問のランダム提示が可能となり、より精度の古い分析が可能となる。  22   



参考：Web一対比較評価法について  

■Wob一対比較評価法  
＜画面イメージ＞  

Q．以下の2つの事柄について比較してお答えください。  

対象物を2つ抽出し、横に並べてどちらがふさわしいか（該当するか）を回答者  
に選択してもらいます。  

これを全組合せについて繰り返し行ないます。  
（ここではA～Eの5つの対象物なので全組合せは10通り）  

Web一対比較評価法のメリット  

／対象物が2つなので、回答者にとって迷いが少なく回答しやすい  

／全組合せについてきめ細かく評価することが可能になり、評価の順位  
とその程度を一軸上で把握することが可能となる  

＜画面10＞  

＜アウトプットイメージ＞  

七  月 せ 

ⅩⅨ 

＞全組合せについて確認したそれぞれの対象物の選択率（ここでは「関心がある」方）をもとに、各対象物を一軸上に並べます。  

＞軸上が0．0」は、回答者による選択率がちょうど5割であることを意味しており、「0刊より右側が選択率が5割より高く、左側が5割より低いということを意味して   
います。つまり、評価対象が右にあるほど、より多くの回答者に選択されている（ここでは「関心がある」）ことを表しています。  

＞また、対象物間の間隔が広いほど、その指標の度合いに開きがあることを表しています。  

23   



社会保障の機能強化のための追加所要額（試算）  

（社会保障国民会議及び「子どもと家族を応援する日本」重点戟略に基づく整理）  

※下記の追加所要額に加え、基礎年金に係る国庫負担割合の2分の1への引上げ分（消鰍3兆円）〉が必要とな  

改革の方向性  
2015年度  

（新たな施策）  必要額  
（公費ペース）   

消費税率換算   

○税方式を前提とする場合   約12～28兆円   31／2～81／2％程度  

○社会保険方式を前提とする場合  

基礎年金  低年金・無年金者対策の強化  
・最低保障機能の強化  約2．6兆円   1％弱   

・基礎年金額の改善  
一受給権確保に係る措置の強化  

（免除の活用、厚生年金適用拡大、強制撤収） 等  

医療・介護の充実強化と効率化を同時に実施  
急性期医療の充実強化、重点化、在院日数の短縮化  

（スタッフの充実等）  

医療・介護  機能分化・機能連携による早期社会復帰等の実現  約4兆円   1％強   

（地域包括ケア、訪問介護・訪問看護・訪問診療の充実等）  
在宅医療・介護の場の整備とサービスの充実  
（グループホーム、小規模多機能サービスの充実等） 等  

親の就労と子どもの育成の両立を支える支援  
（3歳未満児の保育サービスの利用率20％→38－44％）  
（学齢期（小1～3年生）の放課後児童クラブ利用率19％→60％）  

少子化対策  （出産前後に希望どおりに継続就業でき、育児休業を取得   約1，3～2．1兆円   0．4～0．6％程度   
（第1子出産前後の継続就業率38％→55％））  

すべての子どもの健やかな育成の基盤となる地域の取組  
（望ましい受診回数（14回）を確保するための妊婦健診の支援の充実）等  

○税方式を前提とする場合   約17～34兆円   5～10％程度  
合計  

○社会保険方式を前提とする場合   約7．6～8．3兆円   2．3～2．5％程度   

社会保障の  
○税方式を前提とする場合  機能強化に加え  

6～11％程度  

基礎年金の  

国庫負担割合  
引上げ分を加味  

3．3～3．5％程度  

（注1）「社会保障国民会議における検討に資するために行う公的年金制度に関する定量的なシミュレーション」、「社会保障国民会高射こおける検討に資するために行う医療・介護費用の   

シミュレーション（B2シナリオ）」等に基づく。経済前提は「ケースⅡ－1（医療の伸びはケース①）」を用いた。  

（注2）少子化対策に係る追加費用については、「子どもと家族を応援する日本」重点戦略において示した次世代育成支援の社会的コストの推計を基に、現行の関連する制度の公費負担   

割合を当てはめて算出した。なお。ここには児童手当等の経済的支援の拡充に要する費用は計上していない。  

∴－   



社会保障の機能強化のための追加所要額（試算）  

（社会保障国民会議及び「子どもと家族を応援する日本」重点戦略に基づく整理）   

※下記の追加所要額に加え、基礎年金に係る国庫負担割合の2分の1への引上げ分（消費税率換算1％程度（2009年度で2且兆円））が必要とな  

l  

l   

改革の方向性  

l  2025年度  

（新たな施策）  必要額  
（公費ベース）   

消費税率換算   

○税方式を前提とする場合   約15～31兆円   31／2～8％程度  

○社会保険方式を前提とする場合  

基礎年金  低年金■無年金者対策の強化  
1最低保障機能の強化  約2．9兆円   1％弱   

・基礎年金額の改善  
・受給権確保に係る措置の強化  

（免除の活用厚生年金適用拡大、強制徴収） 等  

医療・介護の充実強化と効率化を同時に実施  
急性期医療の充実掛ヒ、重点化、在院日数の短縮化  

（スタッフの充実等）  

医療・介護  機能分化・機能連携による早期社会復帰等の実現  約14兆円   4％弱   

（地域包括ケア、訪問介護・訪問看護・訪問診療の充実等）  
在宅医療・介護の場の整備とサービスの充実  
（グループホーム、小規模多機能サービスの充実等） 等  

親の就労と子どもの育成の両立を支える支援  
（3歳未満児の保育サービスの利用率20％→38～44％）  
（学齢期（小1～3年生）の放課後児童クラブ利用率19％→60％）  

少子化対策  （出産前後に希望どおりに継続就業でき、育児休業を取得   約1．6～2．5兆円   0．4～0．6％程度   
（第1子出産前後の継続就業率38％→55％））  

すべての子どもの健やかな育成の基盤となる地域の取組  
（望ましい受診回数（14回）を確保するための妊婦健診の支援の充実） 等  

○税方式を前提とする場合   約31～48兆円   8～12％程度  
合計  

○社会保険方式を前提とする場合   約19～20兆円   5％程度   

社会保障の  
○税方式を前提とする場合  機能強化に加え  

9～13％程度  

基礎年金の  
国庫負担割合  
引上げ分を加味  

○社会保険方式を前提とする場合  

（注1）「社会保障国民会議における検討に資するために行う公的年金制虔に関する定量的なシミュレーション」、「社会保障国民会議における検討に資するために行う医療・介護黄用の   

シミュレーション（B2シナリオ）」等に基づく。纏済前提は「ケースⅡ－1（医療の伸びはケース①）」を用いた。  

（注2）少子化対策に係る追加費用については、「子どもと家族を応援する日本」重点戦略において示した次世代育成支援の社会的コストの推計を基に、現行の関連する制度の公費負担   

割合を当てはめて算出した。なお。ここには児童手当等の経済的支援の拡充に要する費用は計上していない。   



参考：経済前提  

※ 名目成長率は、2007年度2．2％、2008年度2．8％、2009年度3．3％、2010年度3．7％、2011年度3．9％、2012年度以降は   

賃金上昇率マイナス0．5％ポイントを仮定。   

足下の経済前提については、2007年1月「進路と戦略」内閣府試算を用い、  

2012年度以降の長期の前提は、以下の4とおりとする。  

足下の前提  

2006   2007   2008   2009   2010   2011   

物価上昇率   0．3％   0．5％   1．2％   1．7％   1．9％   1．9％   

賃金上昇・率   0．0％   2．5％   3．0％   3．5％   3．8％   4．1％   

運用利回り   1．7％   2．4％   3．0％   3．7％   4．1％   4．4％   

2012年度以降の長期の前提  

ケースⅠ－1   ケースⅠ－2   ケースⅡ－1   ケースⅡ－2   

物価上昇率   1．6％   1．1％   1．0％   1．0％   

賃金上昇率   3．7％   2．6％   2、5％   2．1％   

運用利回り   4．9％   4．0％   4．1％   3．2％   

（注）ケースⅠ－1及びケースⅠ－2は、平成19年10月17日の経済財政諮問会議に示された「給付と負担の   

選択肢について」の試算における成長ケース及び制約ケースの前提、ケースⅡ－1及びケースⅡ－2は、   

「人口の変化等を踏まえた年金財政への影響（暫定試算）：平成19年2月（厚生労働省年金局）」   

における基本ケース及び参考ケースの前提をそれぞれ踏まえたもの。  

◆溺   



社会保障給付に係る公責負担と消費税との関係（現状）  

0社会保障給付費ば約96兆円（年金が約5割、医療が約3割）  
○この給付（96兆円）を保険料（約6割）と公費（国・地方）（約3割）などの組合せにより賄う  

社会保障給付費（平成20年度予算ベース）  

財源 87．5兆円＋資産収入  95．7兆円  
（NI比24．9％）  

・ 

㌧  

‥‥  

資産収入等  公費負担計 31．0兆円  

地方負担  

8．6兆円  

1 三三‡塁担車鞋ニ≡  

二Zとを慕町ニ  

も
Q
 
 

保険料  

56．4兆円  

保険料の例  
年金   
国民年金  
14，410  

（H20．4－）  

厚生年金  
14．998％  

（H19．9－）  

医療保険  
政管健保   

8．2％  

介護保険  
1号保険料平均  

（注）少子化に係る公費負担には社会保障給付費の集計対象となっている児童手当、児童  
扶養手当、保育所運営費（一般財源化した経費を含む）、出産育児一時金等に係る公費負  
担を計上している。また、社会保障給付費に含まれない児童一家族関係社会支出としては就  
学前教育（約5千億円）、放課後子ども教室に係る費用（約0．1千億円）、妊婦健診に係る費  
用（約0．5千億円）がある。   

4，090円  



社会保障の機能強化を行った場合の公費負担総額（粗い推計）（2015年度）  

（注1）「社会保障国民会議における検討に資するために行う公的年金制度に関する定量的なシミュレ「ション」、「社会保障国民会議における検討に資するために行う医療・介護費用の  

シミュレーション（B2シナリオ）」等に基づく。経済前提は「ケースⅡ－1（医療の伸びはケース①）」を用いた。また、年金については社会保険方式を前提とする場合の数値である。  

（注2）年金に係る公費負担には基礎年金に係る費用を計上している。なお、平成20年度予算においては、基礎年金に係る公費負担の他、厚生年金の昭和36年4月前の加入期間の給  

付に係る国庫負担等を計上している。  

（注3）少子化に係る公費負担は「児童・家族関係社会支出」に係る費用を計上している。なお、平成20年度予算においては、社会保障給付費の集計対象となっている児童手当、児童扶  

養手当、保育所運営費（一般財源化した経費を含む）、出産育児一時金等に係る公費負担を計上しており、社会保障給付費に含まれない児童・家族関係社会支出としては就学  

前教育（約5千億円）、放課後子ども教室に係る費用（約0．1千億円）、妊婦健診に係る費用（約0．5千億円）がある。   




